
 

第78回定時株主総会招集ご通知に際しての 
法令および定款に基づくインターネット開示事項 

第78期（2018年4月1日から2019年3月31日まで） 
連結計算書類の 
「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」 

計算書類の 
「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」 

株式会社SCREENホールディングス 
 第78回定時株主総会招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計
算書」および「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につき
ましては、法令および当社定款第16条の定めにもとづき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.screen.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。なお、「連
結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」および
「個別注記表」は、会計監査人および監査役会が監査報告書を作成するに際して、連結計算書類お
よび計算書類の一部として合せて監査を受けております。 
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連結株主資本等変動計算書 （ 2018年４月１日から 
2019年３月31日まで ） 

（単位：百万円未満切捨）  

 株 主 資 本 
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 

当 期 首 残 高 54,044 4,546 117,358 △18,085 157,864 
当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △5,143  △5,143 
親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益   18,059  18,059 
自 己 株 式 の 取 得    △5 △5 
自 己 株 式 の 処 分  0  46 46 
連 結 子 会 社 の 株 式 の 
取 得 に よ る 持 分 の 増 減  △58   △58 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）     - 

当 期 変 動 額 合 計 - △58 12,915 41 12,898 
当 期 末 残 高 54,044 4,488 130,274 △18,044 170,763 

 
 

 
その他の包括利益累計額 

非 支 配 
株 主 持 分 

純 資 産 
合 計 そ の 他 有価 証 券 

評 価 差 額 金 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退 職 給 付 に 係る 
調 整 累 計 額 

その他の 包括利 益 
累 計 額 計 

当 期 首 残 高 18,427 △4,714 △738 12,974 40 170,880 
当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当    -  △5,143 
親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益    -  18,059 
自 己 株 式 の 取 得    -  △5 
自 己 株 式 の 処 分    -  46 
連 結 子 会 社 の 株 式 の 
取 得 に よ る 持 分 の 増 減    -  △58 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純額） △4,108 △630 116 △4,622 △23 △4,645 

当 期 変 動 額 合 計 △4,108 △630 116 △4,622 △23 8,253 
当 期 末 残 高 14,319 △5,345 △622 8,352 17 179,133 
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連結注記表  １．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 

（1）連結の範囲に関する事項 
連結子会社57社 

株式会社SCREENマニュファクチャリングサポートソリューションズは、当連結会計年度において連結子
会社の株式会社SCREEN MFG サービス（旧株式会社スクリーン熊本）に吸収合併されたため、連結の範囲
から除外しております。また、当連結会計年度において新たに設立したSCREEN FT Changshu Co., Ltd.を
連結の範囲に含めております。以上の結果、連結子会社は、株式会社SCREENセミコンダクターソリューシ
ョンズ以下、国内法人27社、海外法人30社の合計57社となっております。 
非連結子会社３社 

SCREEN GP (Thailand) Co., Ltd.他２社は、いずれも小規模であり、連結計算書類に与える影響の重要性
が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

（2）持分法の適用に関する事項 
関連会社であるCGS Publishing Technologies International GmbHに持分法を適用しております。 
非連結子会社３社は、いずれも小規模であり、連結計算書類に与える影響の重要性が乏しいため、持分法

の適用範囲から除外しております。 
 

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうちSCREEN Electronics Shanghai Co., Ltd.、SCREEN GP Shanghai Co., Ltd.、

SCREEN GP Hangzhou Co., Ltd.、SCREEN HD Shanghai Co., Ltd.、SCREEN Finetech Solutions 
Shanghai Co., Ltd.およびSCREEN FT Changshu Co., Ltd.の決算日は12月31日であり、これら以外の51
社は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、これら６社については12月31日の計算書類
を採用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

なお、当連結会計年度より、連結子会社Trivis Co., Ltd.の決算日を12月31日から３月31日に変更してお
ります。この決算期変更に伴い、当連結会計年度において、2018年１月１日から2019年３月31日までの
15か月間を連結しております。この変更による損益への影響は軽微であります。 

 

（4）会計方針に関する事項 
1） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
   その他有価証券 

時価のあるもの………… 期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。） 

時価のないもの………… 移動平均法による原価法  ② デリバティブ…………………… 時価法 
③ たな卸資産……………………… 主として先入先出法または個別法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定しております。） 
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2） 重要な減価償却資産の減価償却方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社および 
国内連結子会社……………… 主として定額法 

なお、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限
度額まで償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方
法によっております。 

在外連結子会社……………… 主として定額法 
② 無形固定資産…………………… 

（リース資産を除く） 
定額法 
なお、自社利用ソフトウエアは社内における利用可能期間（３～５
年）、販売用ソフトウエアについては、その効果の及ぶ期間（３年）
に基づく定額法によっております。 

③ リース資産……………………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。 

 
3） 繰延資産の処理方法 

社債発行費………………………… 支出時に全額費用として処理しております。 
 
4） 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
当社および 
国内連結子会社……………… 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の債権の回収可
能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

在外連結子会社……………… 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、主として特定の債権について
回収不能見込額を計上しております。  ② 賞与引当金……………………… 当社および一部の連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、賞与
支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま
す。 

③ 役員賞与引当金………………… 一部の連結子会社は、役員賞与の支払に備えるため、当連結会計年度
に対応する支給見込額を計上しております。 

④ 製品保証引当金………………… 当社および一部の連結子会社は、装置納入後の保証期間に係るアフタ
ーサービス費用について、過去の支出実績に基づくアフターサービス
費用見込額を計上しております。 

⑤ 受注損失引当金………………… 
 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において
将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが
可能なものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上してお
ります。 
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⑥ 役員退職慰労引当金…………… 一部の連結子会社は、役員の退職金の支払に備えるため、内規による
期末要支給額を計上しております。 

⑦ 株式給付引当金………………… 株式交付信託による執行役員への株式の交付に備えるため、執行役員
株式交付規定に基づき、執行役員に割り当てられたポイントに応じた
株式の支給見込額を計上しております。 

⑧ 役員株式給付引当金…………… 株式交付信託による取締役への株式の交付に備えるため、取締役株式
交付規定に基づき、取締役に割り当てられたポイントに応じた株式の
支給見込額を計上しております。 

 
5） 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 
② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。 

 
6） 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理をしており、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象  為替予約 外貨建売上債権 
金利スワップ 借入金利息 

③ ヘッジ方針 
当社は、外貨建金銭債権債務等に係る為替相場の変動リスクおよび借入金または社債等に係る金利

変動リスクをヘッジするため、取締役会の承認を得たデリバティブ業務に関する社内規程に基づいて
ヘッジ取引を行っており、かつ、その取引内容は取締役会に報告しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価して
おります。ただし、特例処理によっている金利スワップおよび振当処理をしている為替予約について
は有効性の評価を省略しております。 

 
7） のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは５年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額的重要性が乏しい場合には、一
括償却しております。 

 
8） その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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② 連結納税制度の導入に伴う会計処理 
当社および一部の連結子会社は、2020年３月期より連結納税制度を適用することについて、国税庁

長官の承認を受けました。また、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に
関する当面の取扱い（その１）」（実務対応報告第５号 2015年１月16日改正）および｢連結納税制
度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（実務対応報告第７号 2015年１
月16日改正）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理および表示をしております。 

 
（5）表示方法の変更 

（連結貸借対照表関係） 
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当連結会計

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しております。 

 
（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度まで、営業外収益の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、金額的重要性が増し
たため、当連結会計年度より独立掲記しております。なお、前連結会計年度における営業外収益の「その
他」に含まれる「固定資産売却益」は、16百万円であります。 

 
前連結会計年度において、独立掲記していた特別損失の「投資有価証券評価損」（当連結会計年度62百万

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。な
お、前連結会計年度における「投資有価証券評価損」は、166百万円であります。 

 
 

２．連結貸借対照表に関する注記 
 
（1）手形割引高及び裏書譲渡高 

連結決算日における受取手形の裏書譲渡高は次のとおりであります。 
受取手形裏書譲渡高 9 百万円 

 
（2）保証債務 

販売先のビジネスローンに対する保証債務 63 百万円 
従業員住宅ローンに対する保証債務 17 百万円 

 
（3）連結会計年度末日満期手形等 

連結会計年度末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理については、手形交換日または
決済日をもって決済処理をしております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の
連結会計年度末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務が連結会計年度末日残高に含まれております。 

 
受取手形 318 百万円 
電子記録債権 93 百万円 
支払手形 1,697 百万円 
電子記録債務 13,925 百万円 
設備関係支払手形 0 百万円 
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３. 連結株主資本等変動計算書に関する注記  
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

 
1） 発行済株式 

（単位：千株）  
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 50,794 - - 50,794 

       
2） 自己株式 

（単位：千株）  
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 4,142 0 6 4,136 
（注）1 増加の内訳は、次のとおりであります。 
        単元未満株式の買取り０千株 

2 減少の内訳は、次のとおりであります。 
取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託による支払６千株 

3 自己株式数には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式が含まれてお
ります（当連結会計年度期首105千株、当連結会計年度末99千株）。 

 

（2）配当に関する事項 
1） 配当金支払額  

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2018年６月26日 
定時株主総会 普通株式 5,143 110.00 2018年 

３月31日 
2018年 

６月27日 
（注）配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式105千株に対す

る配当金11百万円が含まれております。 
 
2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。  

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2019年６月25日 
定時株主総会 普通株式 4,535 利益剰余金 97.00 2019年 

３月31日 
2019年 

６月26日 
（注）配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式99千株に対す

る配当金９百万円が含まれております。 
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（3）新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円） 

当連結会計
年度期首 増加 減少 当連結会計

年度末 

当社 
2022年満期ユーロ円建
取得条項付転換社債型新
株予約権付社債（2018
年６月11日発行） 

普通株式 - 1,295 - 1,295 （注1） 

当社 
2025年満期ユーロ円建
取得条項付転換社債型新
株予約権付社債（2018
年６月11日発行） 

普通株式 - 1,215 - 1,215 （注1） 

合計 - - 2,511 - 2,511 - 
（注）1 転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。 

2 新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式 
数を記載しております。 

3 2022年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（2018年６月11日発行）および 
2025年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（2018年６月11日発行）の増加は、 
発行によるものです。 
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４. 金融商品に関する注記 
 

（1）金融商品の状況に関する事項 
1） 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、年度資金計画に基づき、経営活動遂行に必要な資金の調達を金融機関からの借入およ
び社債の発行等の方法により行っております。資金の運用は、運用資産の保全、流動性の確保を満たす運
用に限定しております。デリバティブ取引は、為替変動リスク、金利変動リスク等財務に関わるリスクを
回避する目的にのみ利用しており投機的な取引は行わない方針であります。 

2） 金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び売掛金および電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては､ 取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されており
ますが、外貨建ての営業債務をネットしたポジションに対して一定割合以上の先物為替予約を付すことに
よりヘッジしております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、市況や発行体との取引関係等を勘案して保有状況を
継続的に見直しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金および電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。 
借入金、社債およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に営業取引および設備投資に必

要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で７年後（借入金３年後､ 社債７年後、
リース債務７年後）であります。借入金の一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりま
すが、このうち一部についてはデリバティブ取引（金利スワップ）を利用してヘッジしております。また､ 
営業債務、借入金、社債およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、資金調達に係る流動性リ
スク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、資金繰計画を作成・更新す
るとともに、手許流動性を一定額以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。な
お、借入金に係る一部の契約には､ 各連結会計年度末の純資産ならびに各連結会計年度の経常損益に関す
る財務制限条項が付されております。これに抵触し、借入先金融機関の請求があった場合、当該借入金に
ついて期限の利益を喪失する可能性があります。この場合、当社グループの社債およびその他の借入金に
ついても連動して期限の利益を喪失する可能性があります。当社グループが借入金等について期限の利益
を喪失し、一括返済の義務を負った場合には、資金調達に係る流動性リスクに影響を及ぼす可能性があり
ます。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先
物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引
であります。 

ヘッジ有効性については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段の
キャッシュ・フロー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして評価し
ております。ただし、特例処理による金利スワップおよび振当処理をしている為替予約は、有効性の評価
を省略しております。 

為替予約取引を行うに際しては、基本的に外貨建債権および承認された予定取引の範囲内で行うことと
しております。 

これらの管理は、取締役会にて承認を得たデリバティブ業務に関する社内規程に基づいて行っており、
かつ、その取引内容は半期に一度取締役会に報告しております。 

金利スワップ取引および為替予約取引に係る当社グループのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信
用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判
断しております。 
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（2）金融商品の時価等に関する事項 
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）
参照）。 

 
（単位：百万円未満切捨）  

 連結貸借対照表 
計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 32,193 32,193 - 
（2）受取手形及び売掛金 96,292   
（3）電子記録債権 4,542   
   貸倒引当金（※1） △669   

 100,165 100,165 - 
（4）投資有価証券    
   その他有価証券 33,875 33,875 - 
資産計 166,234 166,234 - 

（1）支払手形及び買掛金 28,151 28,151 - 
（2）電子記録債務 66,379 66,379 - 
（3）短期借入金 18,000 18,000 - 
（4）転換社債型新株予約権付社債 30,125 28,965 △1,159 
（5）長期借入金 5,227 5,228 1 
（6）リース債務 1,968 2,921 952 
負債計 149,852 149,646 △205 
デリバティブ取引（※2）    

（1）ヘッジ会計が適用されていないもの (31) (31) - 
（2）ヘッジ会計が適用されているもの - - - 
デリバティブ取引計 (31) (31) - 

（※1）受取手形及び売掛金および電子記録債権に計上している貸倒引当金を控除しております。 
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（ ）で示しております。 
 

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項  資 産  （1）現金及び預金 
これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 
 

（2）受取手形及び売掛金および（3）電子記録債権 
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を決済までの期間および信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値によっております。 
なお、１年内の債権については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 
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（4）投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 
負 債 

 
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務および（3）短期借入金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。 

 
（4）転換社債型新株予約権付社債 

当社の発行する転換社債型新株予約権付社債の時価は、「日本証券業協会」の定める「証券会社におけ
る時価情報の提供において留意すべき事項について（ガイドライン）」に基づき、証券会社より提供され
た時価により算定しております。 

 
（5）長期借入金および（6）リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を当該借入またはリース債務の残存期間および信用リスクを
加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 
デリバティブ取引 

 
（1）ヘッジ会計が適用されていないもの 

為替予約取引についての時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 
 

（2）ヘッジ会計が適用されているもの 
金利スワップおよび為替予約取引についての時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格に

よっております。 
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。また、為替予約の振当処理によ
るものについてもヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、その時価は、売掛金
の時価に含めて記載しております。 

 
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  （単位：百万円未満切捨）  

区分 連結貸借対照表計上額 
非上場株式 3,207 
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、「（4）投資有価証券」には含めておりません。 
なお、非上場株式には、非連結子会社株式17百万円を含めております。 
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５. １株当たり情報に関する注記 
 

   １株当たり純資産額 3,838円 90銭 
   １株当たり当期純利益 387円 10銭 

（注）当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入しております。なお、株主資本におい
て自己株式として計上されている信託に残存する当社の株式については、１株当たり純資産額の算定
上、普通株式の期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度99千株）。
また、１株当たり当期純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式
に含めております（当連結会計年度104千株）。 

 
                                                

６. 重要な後発事象に関する注記 
   該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書（ 2018年４月１日から 

2019年３月31日まで ）
 （単位：百万円未満切捨） 
 

 
株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 
その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 54,044 4,583 4,583 
事 業 年 度 中 の 変 動 額    

利 益 準 備 金 の 積 立   － 
圧 縮 積 立 金 の 取 崩   － 
剰 余 金 の 配 当   － 
当 期 純 利 益   － 
自 己 株 式 の 取 得   － 
自 己 株 式 の 処 分  0 0 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額)   － 

事業年度中の変動額合計 － 0 0 
当 期 末 残 高 54,044 4,583 4,583  

 
株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 
自己株式 株主資本 

合  計 利 益 準 備 金 その他利益剰余金 利 益 剰 余 金 
合 計 圧 縮 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,166 6 31,053 32,226 △18,085 72,770 
事 業 年 度 中 の 変 動 額       

利 益 準 備 金 の 積 立 514  △514 －  － 
圧 縮 積 立 金 の 取 崩  △0 0 －  － 
剰 余 金 の 配 当   △5,143 △5,143  △5,143 
当 期 純 利 益   22,779 22,779  22,779 
自 己 株 式 の 取 得    － △5 △5 
自 己 株 式 の 処 分    － 46 46 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額)    －  － 

事業年度中の変動額合計 514 △0 17,122 17,636 41 17,677 
当 期 末 残 高 1,680 6 48,175 49,863 △18,044 90,447   

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 純資産合計 その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 
当 期 首 残 高 18,427 18,427 91,198 
事 業 年 度 中 の 変 動 額    

利 益 準 備 金 の 積 立  － － 
圧 縮 積 立 金 の 取 崩  － － 
剰 余 金 の 配 当  － △5,143 
当 期 純 利 益  － 22,779 
自 己 株 式 の 取 得  － △5 
自 己 株 式 の 処 分  － 46 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) △4,399 △4,399 △4,399 

事業年度中の変動額合計 △4,399 △4,399 13,278 
当 期 末 残 高 14,028 14,028 104,476 
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個別注記表 

 １. 重要な会計方針に係る事項に関する注記  （1）資産の評価基準及び評価方法 
1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式………………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの……………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定しております｡） 

時価のないもの……………………………… 移動平均法による原価法 
2） デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 
3） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準 
原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております｡） 

評価方法 
商品…………………………… 先入先出法または個別法 
貯蔵品………………………… 個別法 

 
（2）固定資産の減価償却方法 

1） 有形固定資産…………………… 定額法 
（リース資産を除く） なお、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償却する方法によっ
ております。 

2） 無形固定資産…………………… 
（リース資産を除く） 

定額法 
なお、自社利⽤ソフトウエアは社内における利⽤可能期間（３〜５年）､ 
また販売⽤ソフトウエアについては、その効果の及ぶ期間（３年）に基
づく定額法によっております。 

3） リース資産……………………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
自己所有の固定資産に適⽤する減価償却方法と同一の方法を採⽤してお
ります。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法を採⽤しており
ます。 

 

（3）繰延資産の処理方法 
社債発行費……………………… 支出時に全額費⽤として処理しております。 
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（4）引当金の計上基準 
1） 貸倒引当金……………………… 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の債権の回収可能性
を検討して回収不能見込額を計上しております。 

2） 賞与引当金……………………… 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。 

3） 退職給付引当金………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費⽤処理しております。 
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。 
また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務（未認識数理計算
上の差異を除く）を上回っているため、その差額を投資その他の資産の
「⻑期前払費⽤」の区分に計上しており、退職給付引当金の残高はあり
ません。 
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費⽤の貸借対照表におけ
る取扱いが連結貸借対照表と異なります。 

4） 株式給付引当金………………… 株式交付信託による執行役員への株式の交付に備えるため、執行役員株
式交付規程に基づき、執行役員に割り当てられたポイントに応じた株式
の支給見込額を計上しております。 

5） 役員株式給付引当金…………… 株式交付信託による取締役への株式の交付に備えるため、取締役株式交
付規程に基づき、取締役に割り当てられたポイントに応じた株式の支給
見込額を計上しております。 

 

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
1） ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採⽤しております。 
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理をしており、特例処理

の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採⽤しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象  為替予約 外貨建貸付金および外貨建借入金 
金利スワップ 借入金利息 

③ ヘッジ方針 
当社は、外貨建金銭債権債務等に係る為替相場の変動リスクおよび借入金または社債等に係る金

利変動リスクをヘッジするため、取締役会の承認を得たデリバティブ業務に関する社内規程に基づ
いてヘッジ取引を行っており、かつ、その取引内容は取締役会に報告しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
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変動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価
しております。ただし、特例処理によっている金利スワップおよび振当処理をしている為替予約に
ついては有効性の評価を省略しております。 

 
2） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
 

3） 連結納税制度の導入に伴う会計処理 
当社は、2020年３月期より連結納税制度を適⽤することについて、国税庁⻑官の承認を受けました。

また、当事業年度より「連結納税制度を適⽤する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」
（実務対応報告第５号 2015年１月16日改正）および「連結納税制度を適⽤する場合の税効果会計に
関する当面の取扱い（その２）」（実務対応報告第７号 2015年１月16日改正）に基づき、連結納税
制度の適⽤を前提とした会計処理および表示をしております。 
 

（6）表示方法の変更 
（貸借対照表関係）    

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日。以下「税
効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適⽤しており、繰延税金資産は投資その他
の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

また、５. 税効果会計に関する注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める『税効果会計
に係る会計基準』注解（注８）（１）（評価性引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追加して
おります。 

 
  （損益計算書関係） 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、
金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております｡なお、前事業年度における「固定資
産売却益」は、4百万円であります。  

 
２. 貸借対照表に関する注記 

 
（1）有形固定資産の減価償却累計額 53,589 百万円  

 

（2）保証債務 
1） 関係会社の取引（契約履行等）に対する保証債務  
 株式会社SCREENファインテックソリューションズ 799 百万円 
 株式会社SCREENファインテックソリューションズ 26 百万円 
  （1,600 千中国元） 
  SCREEN GP Americas, LLC 122 百万円 
  （1,100 千米ドル） 
  株式会社SCREENセミコンダクターソリューションズ 41 百万円 
  株式会社SCREEN PE ソリューションズ 18 百万円 
 SCREEN SPE Germany GmbH 16 百万円 
  （  133 千ユーロ） 
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  株式会社SCREENグラフィックソリューションズ 1 百万円 
   
2） 従業員住宅ローンに対する保証債務 17 百万円 
   
3） 関係会社の電子記録債務に係る金融機関に対する 

併存的債務引受 
 

  株式会社テックインテック 608 百万円 
  株式会社メディアテクノロジー ジャパン 331 百万円 
  株式会社SCREENロジスティクス 288 百万円 
  株式会社FEBACS 94 百万円 
  株式会社SCREENビジネスエキスパート 34 百万円 
   
 （注）2019年４月１日付で株式会社テックインテックは株式会社SCREEN SPE テック、

株式会社メディアテクノロジー ジャパンは株式会社SCREEN GP ジャパンに、それ
ぞれ商号を変更しております。 

 

   
4） 関係会社の法人カード決済に係る保証債務  
 株式会社SCREENセミコンダクターソリューションズ 34 百万円 
 株式会社SCREENファインテックソリューションズ 8 百万円 
  株式会社SCREENグラフィックソリューションズ 6 百万円 
 株式会社SCREEN PE ソリューションズ 3 百万円 
 株式会社SCREENアドバンストシステムソリューションズ 2 百万円 
 株式会社SCREENビジネスサポートソリューションズ 0 百万円 

 

5） 関係会社の支払代行に係る取引先に対する 
併存的債務引受 

 

 株式会社SCREENビジネスサポートソリューションズ 56,384 百万円 
 

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを含む） 
短期金銭債権 57,075 百万円 
⻑期金銭債権 135 百万円 
短期金銭債務 37,300 百万円 

 

（4）期末日満期手形等 
期末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理については、手形交換日または決済日をも

って決済処理をしております。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の電子記録債権が
期末残高に含まれております。 

電子記録債権  0 百万円 
 

３. 損益計算書に関する注記  
関係会社との取引高 

売上高および営業収益 36,121 百万円 
仕入高 113 百万円 
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その他の営業費⽤ 5,142 百万円 
営業取引以外の取引高 1,397 百万円 

 
 

４. 株主資本等変動計算書に関する注記  
自己株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株）  
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 4,142 0 6 4,136 
（注）1 増加の内訳は、次のとおりであります。  

単元未満株式の買取り0千株 
2 減少の内訳は、次のとおりであります。 

取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託による支払6千株 
3 自己株式数には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式が含まれてお

ります（当事業年度期首105千株、当事業年度末99千株）。 

 
５. 税効果会計に関する注記 

 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
 関係会社株式 12,055 百万円 

投資有価証券評価損 517 百万円 
 研究開発費 449 百万円 
 減損損失 411 百万円 
 繰越欠損金 9,095 百万円 
 その他 816 百万円 
繰延税金資産 小計 23,345 百万円 
 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △7,903 百万円 
 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △13,905 百万円 
評価性引当額小計 △21,809 百万円 
繰延税金資産 合計 1,536 百万円    
 
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △5,924 百万円 
 前払年金費⽤ △472 百万円 
 その他 △345 百万円 
繰延税金負債 合計 △6,741 百万円 
繰延税金負債の純額 △5,205 百万円 
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６. 関連当事者との取引に関する注記 
 

子会社及び関連会社等 
 

種類 会社等の名称 住所 資本金 事業の内容 
議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高 

(百万円) 役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

子 会 社 

株式会社 
SCREENセミ
コンダクター 
ソリューション
ズ 

京都市 
上京区 

310 
百万円 

半導体製造装置
の開発・製造・
販売・保守サー
ビス 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員４名 
(うち当社 
従業員０名) 

経営指導 
の受託 
不動産 
賃貸 

 
支払代行 

取引（受託） 
（※1） 

経営管理料の
受取 

（※2） 
資金の貸付 

（※3） 
受取利息 
（※3） 

資金の借入 
（※4） 

 
△26,716  

 
 

4,491  
 
 

8,000  
 

146 
 

2,943 
 

 
未収入金 

 
 

― 
 
 

関係会社 
短期貸付金 

― 
 

関係会社 
短期借入金 

 
328  

 
 

―  
 
 

38,500  
 

―  
 

 4,417  
 

子 会 社 

株式会社 
SCREENグラ
フィック 
ソリューション
ズ 

京都市 
上京区 

100 
百万円 

印刷関連機器の
開発・製造・販
売 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員３名 
(うち当社 
従業員０名) 

経営指導 
の受託 
不動産 
賃貸 

支払代行 
取引（受託） 

（※1） 
 

資金の貸付 
（※3） 

 

 
△3,950  

 
 
 

600  
 
 
 

 
未収入金 

 
関係会社 

短期貸付金 
１年内回収
予定の関係
会社⻑期貸

付金 

 
51  

 
6,200  

 
1,600  

 
 

 

子 会 社 

株式会社 
SCREENファ
インテック 
ソリューション
ズ 

京都市 
上京区 

100 
百万円 

ディスプレ―製
造装置および成
膜装置の開発・
製造・販売・保
守サービス 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員３名 
(うち当社 
従業員１名) 

経営指導 
の受託 
不動産 
賃貸 

資金の返済 
（※4） △1,995  関係会社 

短期借入金 2,698  

子 会 社 
株式会社 
SCREEN PE 
ソリューション
ズ 

京都市 
上京区 

100 
百万円 

プリント基板関
連機器の開発・
製造・販売 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員２名 
(うち当社 
従業員0名) 

経営指導 
の受託 
不動産 
賃貸 

資金の貸付 
（※3） 

 
1,100  

 

 
関係会社 

短期貸付金 
１年内回収
予定の関係
会社⻑期貸

付金 

 
2,400  

 
400  
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子 会 社 

株式会社 
SCREENビジ
ネスサポート 
ソリューション
ズ 

京都市 
上京区 

10 
百万円 

シェアードサー
ビ ス 業 務 （ 経
理、人事に関連
する業務） 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員4名 
(うち当社 
従業員2名) 

経営指導 
の受託 
不動産 
賃貸 

 
支払代行 

取引（委託） 
（※5） 

支払代行に係
る取引先に対
する併存的債

務引受 
（※6） 

 
4,555 

 
 

56,348 
 
 
 
 

 
未払金 

 
 

― 
 
 
 
 

 
4,555 

 
 

― 
 
 
 
 

子 会 社 
株式会社 
テックイン 
テック 

京都市 
伏見区 

480 
百万円 

半導体製造装置
の開発・製造 

所有 
 間接 
 
100％ 

役員１名 
(うち当社 
従業員１名) 

― 資金の返済 
（※4） △264  関係会社 

短期借入金 3,450  

子 会 社 株式会社 
FASSE 

富山県 
高岡市 

90 
百万円 

半導体製造装置
の組立 

所有 
 間接 
 
100％ 

役員１名 
(うち当社 
従業員１名) 

― 資金の借入 
（※4） 405  関係会社 

短期借入金  2,960  

子 会 社 
株式会社 
メディアテクノ
ロジー 
ジャパン 

東京都 
江東区 

300 
百万円 

印刷関連機器お
よびプリント基
板関連機器の販
売 

所有 
 間接 
 
100％ 

なし ― 資金の借入 
（※4） 809  関係会社 

短期借入金 2,189  

子 会 社 
株式会社 
SCREEN 
ラミナテック 

奈良県御
所市 

50 
百万円 

ディスプレー製
造装置の開発・
製造・販売 

所有 
 間接 
 
100％ 

役員１名 
(うち当社 
従業員１名) 

― 資金の貸付 
（※3） 

△30  
 

 
関係会社 

短期貸付金 
１年内回収
予定の関係
会社⻑期貸

付金 

 
490  

 
1,600  

 
 
 

子 会 社 
SCREEN 
North 
America 
Holdings, Inc. 

アメリカ 
デラウェ

ア州 
650 

米ドル 
米国関係会社の
持株会社 

所有 
 直接 
 
100％ 

役員2名 
(うち当社 
従業員0名) 

― 資金の借入 
（※4） 2,019  関係会社 

短期借入金 3,289  

 
（注）1 取引条件および取引条件の決定方針等 

(※1) 仕入及び経費の支払代行を2018年９月まで主として行っておりました。なお、取引金額は期末
残高の純増減額を記載しております。 

(※2) 経営管理料については、グループ経営管理に係る当社の必要経費を基準として決定しております。 
(※3) 資金の貸付については、市場金利を基準として利率を決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。また、取引金額は期末残高の純増減額を記載しております。 
(※4) 資金の借入については、市場金利を基準として利率を決定しております。なお、担保は提供して

おりません。また、取引金額は期末残高の純増減額を記載しております。 
(※5) 仕入及び経費の支払代行を2018年10月より主として子会社が行っております。なお、取引金額

は期末残高の純増減額を記載しております。 
(※6) 子会社の支払代行に係る取引先に対する併存的債務引受を行っております。なお、保証料の受取

は行っておりません。 
2 2019年４月１日付で株式会社テックインテックは株式会社SCREEN SPE テック、株式会社FASSEは

株式会社SCREEN SPE ワークス、株式会社メディアテクノロジー ジャパンは株式会社SCREEN GP 
ジャパンに、それぞれ商号を変更しております。 
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７. １株当たり情報に関する注記 
 

   １株当たり純資産額 2,239円 18銭
   １株当たり当期純利益 488円 27銭

（注）当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入しております。なお、株主資本におい
て自己株式として計上されている信託に残存する当社の株式については、１株当たり純資産額の算定
上、普通株式の期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております（当事業年度99千株）。ま
た、１株当たり当期純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております（当事業年度104千株）。 

 
 

８. 重要な後発事象に関する注記 
 

該当事項はありません。 
 


